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日本資産運用基盤株式会社 

 

 

 

貸 借 対 照 表 

(2026年２月28日現在) 
（単位：千円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

(資 産 の 部)  (負 債 の 部)  

流 動 資 産 117,018 流 動 負 債 586,459 

現 金 及 び 預 金 59,703 買 掛 金 3,857 

関 係 会 社 売 掛 金 46,560 未 払 金 47,199 

前 払 費 用 6,340 関 係 会 社 未 払 費 用 3,285 

そ の 他 4,414 預 り 金 13,816 

固 定 資 産 652,526 関 係 会 社 預 り 金 500,973 

有 形 固 定 資 産 19,224 未 払 法 人 税 等 950 

建 物 附 属 設 備 9,022 未 払 消 費 税 等 16,307 

工具、器具及び備品 10,201 返 金 負 債 67 

無 形 固 定 資 産 530 固 定 負 債 15,015 

商 標 権 530 資 産 除 去 債 務 11,806 

投資その他の資産 632,772 長 期 未 払 金 559 

関 係 会 社 株 式 570,000 繰 延 税 金 負 債 2,649 

関係会社長期貸付金 51,211 負 債 合 計 601,474 

差 入 保 証 金 10,991 (純 資 産 の 部)  

長 期 前 払 費 用 568 株 主 資 本 168,070 

  資 本 金 100,000 

  資 本 剰 余 金 1,349,597 

  資 本 準 備 金 892,033 

  そ の 他 資 本 剰 余 金 457,564 

  利 益 剰 余 金 △1,281,527 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 △1,281,527 

  繰 越 利 益 剰 余 金 △1,281,527 

  (うち当期純利益 ) (69,410) 

  純 資 産 合 計 168,070 

資 産 合 計 769,545 負債・純資産合計 769,545 
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日本資産運用基盤株式会社 

 

 

 

個別注記表 

重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式 …… 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く) … 定率法 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備   ３年 

工具、器具及び備品 ３～10年 
 

無形固定資産（リース資産を除く) … 定額法 
 

商標権  

定額法を採用し、10年で償却しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 …………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(2) 関係会社事業損失引当金 …………… 関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政

状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

人材紹介サービスの主な内容は、金融機関向けの求人求職支援サービスを提供しています。人材紹介サ

ービスの履行義務は、主として紹介した求職者が求人企業に入社した日に履行義務が充足されることから、

その時点で収益を認識しています。 

またグループ会社に人材を供給するサービスを提供しており、当該サービスの履行義務は、時間の経過

に応じて履行義務を充足することから、契約期間にわたり、収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 …… 税抜方式によっております。 
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貸借対照表に関する注記 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 11,142千円 
 
２． 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 
 

短 期 関 係 会 社 金 銭 債 権  3,872千円 

短 期 関 係 会 社 金 銭 債 務  2千円 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高の合計額 465,234千円 

営業外取引による取引高の合計額 13,802千円 
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株主資本等変動計算書に関する注記 

  

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

（単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末 

普通株式 1,084,982 ― ― 1,084,982 

A種優先株式 439,407 ― ― 439,407 

A2種優先株式 28,571 ― ― 28,571 

B種優先株式 20,833 ― ― 20,833 

C種優先株式 259,259 ― ― 259,259 

C2種優先株式 121,810 ― ― 121,810 

D種優先株式 630,000 ― ― 630,000 

合計 2,584,862 ― ― 2,584,862 
 
２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
 


